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令和３年度第２２回庁議提案  審議・報告・その他 

提 出 日：令和４年２月２８日 

担当部・課：復興政策部地域協働課〔内線４２３９〕 

① 件  名 

石巻市コミュニティ形成支援補助金の見直しについて 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

 

【背景】 

東日本大震災の影響により地域住民が主体となって実施するコミュニティ活動の促進に必要な

行事等が減少したことから、自治会に対して地域コミュニティの形成、促進を図るイベント等の

事業を行う場合、平成２４年度からコミュニティ形成支援補助金を交付している。 

当該補助金は、震災後のコミュニティ形成を目的としており、震災から１０年が経過したこと、

また、今後、国からの財源が見込めないことから、今後の在り方について制度の見直しを検討し

てきた。 

 

【目的】 

自治会のコミュニティ活動における負担軽減を図る必要があることから、段階的に補助限度額

を減額することとし、自主財源による運営への移行を図るもの。 

 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【根拠法令】 

石巻市コミュニティ形成支援補助金交付要綱（平成２４年告示第６１号） 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】 

 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

平成２４年 ４月  石巻市コミュニティづくり支援補助金の創設 

令和 ２年 ４月  石巻市コミュニティ形成支援補助金に名称変更 

令和 ３年１０月  総合計画実施計画裁定（令和４年度） 

令和 ４年 ２月  市議会第１回定例会に当初予算案を提案 

⑤ 主な内容 

 

補助限度額の見直し 

 (1) 改正前 

    １自治会につき１０万円を限度 

 (2) 改正後 

    １自治会につき５万円を限度 

 

 

 

 

 

 

  

資料４ 



 - 2 - 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

 

【影響・効果】 

 段階的に補助限度額を減額することにより、自治会のコミュニティ活動における負担軽減を図る

もの。 

 

【市財政への負担】 

令和３年度（６月補正）  １０，０００千円（１００自治会見込み） 

令和４年度（当初予算）   ８，０００千円（１６０自治会見込み） 

※財源：地域づくり基金を充当 

 

【交付状況】 

 平成２９年度  １６４件 １５，３２５，８５２円 

 平成３０年度  １６８件 １５，６６５，８８０円 

 令 和元年度  １６２件 １４，６２９，３７１円 

 令 和２年度   ４１件  ３，０５５，９１１円 

 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

 

令和４年３月  石巻市コミュニティ形成支援補助金交付要綱の一部改正 

    （施行予定年月日：令和４年４月１日） 

補助金制度の見直しについて自治会あて通知 

４月  ホームページで周知 

⑨ その他 

  

 


